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「令和６年度第１回茅ヶ崎市いじめ防止対策調査会」 

会議録（詳細） 

 

議題 

茅ヶ崎市におけるいじめ問題の現状及び対策について 

「子どもたちの心の健康を把握するための取組」に関する実態調査の結果

について 

日時 令和６年５月１６日（木）１０時～１１時３０分 

 場所 茅ヶ崎市役所分庁舎Ｆ会議室 

 出席者氏名 【委員】 

・ 滝  充  （国立教育政策研究所） 

・ 小島 秀一 （ＮＰＯ法人ストップいじめナビ） 

・ 長岡 千春 （茅ヶ崎医師会） 

・ 堀 恭子  （一般社団法人神奈川県臨床心理士会） 

・ 川村 和美 （公益社団法人神奈川県社会福祉士会） 

・ 重野 大輔 （神奈川県中央児童相談所） 

・ 木村 理江 （茅ヶ崎市ＰＴＡ連絡協議会） 

・ 工藤 裕一郎（茅ヶ崎市小学校長会） 

・ 南雲 務  （茅ヶ崎市中学校長会） 

【事務局】 

 木村教育指導担当部長、新居学校教育指導課長、大磯課長補佐、 

島口主査 

会議資料 ・ 次第 

・  令和６年度 第１回児童・生徒指導担当教員研究会 茅ヶ崎市教育委員

会情勢報告資料  

・ 令和４年度 神奈川県児童・生徒の問題行動・不登校等調査の結果に  

ついて 

・ 「子どもたちの心の健康を把握するための取組」に関する実態調査の 

結果 

・ 委員提供資料 

会議の公開・非公開 公開 

非公開の理由  

傍聴者数 ０名 
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次のとおり会議が行われた。 

１ 開会 

 

２  委嘱 

 

３ 委員紹介 

 

４ 協議等（司会進行は会長） 

（１）本市におけるいじめ問題の現状及び対策について 

【事務局より説明】 

本市におけるいじめ問題の現状及び対策について、特に令和５年度第１回本調査会から現時点ま

でに明らかになった状況等について説明する。 

・令和５年度の法律上のいじめ事案の認知状況について 

資料１－１「令和６年度第１回児童・生徒指導担当教員研究会 茅ヶ崎市教育委員会情勢報告資

料」は、４月中旬に本市児童・生徒指導担当教員を対象とした研究会にて、情勢報告資料として

提示している。この資料の（３）では、令和５年度中に発生したいじめの認知件数及び個別件数

を令和４年度のものと比較しているが、令和４年度から５年度にかけて、増加傾向にあることが

わかる。 

認知件数の推移は、報告書が公表されている本市におけるいじめ重大事態の事案が発生した平

成２７年度時点と比較し、小学校は認知件数が約１３．４倍、中学校は約３．３倍となっている。

教職員の法律上のいじめに関する正確な理解、認知が深まった結果だと考えられる。なお、個別

の教職員間における理解度、認知について未だに開きが認められる状況であるため、引き続き、

更なる周知を図っていく。 

認知件数の増加に伴い、各学校における集計・報告に係る負担も増していることから、業務の

効率化を図るなど、さらなる工夫が求められる。 

   ・令和４年度神奈川県児童・生徒の問題行動・不登校等調査の結果について 

資料１－２「令和４年度神奈川県児童・生徒の問題行動・不登校等調査の結果について」は、  

令和４年度分の調査結果を本市として分析したものである。 

１ページの中段において、「いじめの解消率」は令和３年度から４年度で高まりが見られるが、

下段の「いじめの問題を相談している割合」は、小・中学校ともに、約５％の低下が見られる。 

これらのことから、いじめで困っていたとしても、一定数の児童・生徒が「誰かにＳＯＳを発

信しにくい環境」と感じていることが推察できる。 

本市では法に則り、「少しの嫌なことも法律上のいじめ」として認知することを各学校へ周知し

ている。１年間、友だちとの間に、「一度も」「少しも」嫌なことがなかった児童・生徒はほとん

どいないものと考えるが、一方、大人が認知・対応する必要がなく、児童・生徒が自ら解決でき
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たケースもあると考える。 

児童・生徒が自主的に友だちとのトラブルを解決できるかは、各学校の取組や児童・生徒の成

長の程度によって様々である。したがって、端的に「何％が適正値」と断定することはできない

が、当課弁護士有資格職員による最近の教職員向けの研修では、「どのクラスの学級担任も、最低

でも１年間で１０％程度、例えば３０人学級なら１年間で３人程度から、友だちとあった嫌なこ

とについての相談を受けるのではないか」と投げかけている。 

これらのことから、児童・生徒が必要な時に自らＳＯＳを発信できるよう周囲の友人や大人と

の信頼関係を深めていくことに加え、容易にＳＯＳを発信できるような仕組みを構築することも

必要であると捉えている。 

質疑応答 

【委員長】 

資料１－２のいじめの問題を相談している割合は、本市の割合か。 

【事務局】 

そうである。 

【委員長】 

「相談していない」と答えた児童・生徒に「どうして相談しなかったのか」という聞き方はしていな

いのか。 

【事務局】 

聞いていない。基本的には問題行動・不登校等調査の数値から算出しているものであり、そこまで踏

み込んだ質問はしていない。 

【委員長】 

小・中学校の校長は思い当たる節があるか。相談される前に問題が露見して事件化したためにその前

の相談がなかったというパターンもあると思うが、「相談しづらい」ということか。 

【委員】 

各学級・各担任と、児童・生徒との関係性が多様なので一概には傾向と実態を表すことは難しい。小

学校と中学校でも異なる。小学校は先生がほぼ１日、自分のクラスの児童と共に生活をしているので、

現場を目の当たりにするケースが非常に多い。また、発達段階によって異なるだろうが、改めて担任に

相談をするという実態は高学年になってからだと思う。休み時間の過ごし方を見て担任が実態を把握す

るパターンの方が多いのではないか。小学校で多いパターンとして、自分の思いを心にしまっておくよ

り表出する方が自然で多いと思う。 

【委員】 

中学校では自分自身の中でいじめと捉えるまでに時間差があるのではないか。こういうアンケートを

した時、初めてそこで相談するという件になると考えられる。自分で対処しようといった意思もおそら

く働くのではないか。もちろん我慢してしまっている生徒がいることも考えられる。ただ、様々な状況
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があり、アンケート等で見えていない限り詳細についてはなんとも言えない。 

【委員長】 

我々が一番恐れなければいけないのは、そういう辛い状態が続いているにも関わらず「誰に相談して

よいのか分からない」「こんなことを相談したら恥ずかしい」など、迷って自分の中で抱え込んでしま

い、それがどんどん悪化してしまう状況である。そういうことに対して先手を打ち、先生から話しかけ

ることも必要だろう。ただ、高学年もしくは中学生になると、「この担任に相談するのは…」など、い

ろいろな問題が出てくるのではないか。そうすると、いろいろ相談したいことがある時には「なんとか

ボックス」を用意しておくことが必要かもしれない。頻繁に起こることではないと思うが、何か心配事

があった時には「ちょっと相談してみようか」という手立てがあるのとないのとでは、一か月苦しみ続

けるものが一週間で済むこともある。その程度で収まるのであればということもある。いずれにしても

学校に相談してもらえる、あるいは教育委員会でも相談できるということを児童・生徒に周知すること、

また、相談は遠慮しなくてよいことを促していかなければならない。 

【委員】 

この資料は神奈川県全体での児童・生徒の問題行動・不登校等調査があり、その中から本市のデータ

を取り出してまとめたものか。 

【事務局】 

神奈川県ではなく全国の調査である。全国の調査をやるために市でデータを集めているので、市の分

析をした。 

【委員】 

全体の調査の結果との比較はあるか。 

【事務局】 

総括して見ていないので、確認しないと分からない。 

【委員】 

「解消した」という割合が非常に高いが、解消というのはどういう概念か。 

【事務局】 

「解消した」ということは、少なくともそのいじめの行為が３ヶ月以上やみ、本人がその心身の苦痛

を感じていない状態であるということである。本人及び保護者に確認し、いじめの解消としている。 

【委員】 

３ヶ月後に本人が感じていないということか。 

【事務局】 

おそらく行為が止んでいる状態は担任等が見ていればわかる。事務局としての課題は、本当に３ヶ月

後に、本人それから保護者と本音で確認ができているか、安易に解消としているかもしれないといった

危惧がある。研究会でも「安易に解消としない」「確認をすること」と継続して言っている。 
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【委員】 

私の子どもの様子を見ての話だが、県でも市でもいじめの対策に取り組み、困った時にＳＯＳが発信

できるように「ここに電話して」という紙を学校で配っている。娘は全く友人関係に困っている様子が

ないので、持ち帰ってきても他のプリントと一緒にゴミ箱に行ってしまう状況である。「なんかこうい

うプリントもらってきたけど、お友だちで困っている子とかいないの」と声掛けをするが、「大丈夫だ

と思う」と言う。中学校に入って時も浅いので、まだ様子がつかめていないところもあるが、子どもか

らすると「先生がとても忙しそうで、何か聞きたくてもちょっと聞きづらい」という感想を毎日述べて

いる。だんだん日が深まって関係が保てるようになり、相談できる環境になってくればよい。先日、中

学の個人面談の際、トラブルが起きやすい時期は６月、そして夏休み明けの９月から１１月と伺った。

入学して日の浅い１年生、もしくは小学校低学年の子どもは相談を投げかけられるのか。また、不安に

思った気持ちをどこかに投げかける機会があるのかと、すごく不安になっている。いじめの件数が増え

てきたことは、多分細かいことを取り上げたからだと思うが、多くの見逃しや嫌な気持ちが隠れている

のではないかと不安になる。 

【事務局】 

 ６月・１１月はいじめが増えやすい時期であるということを学校は理解しているので、学校生活アン

ケートもその時期に合わせて実施している。いじめが増えていく時期である５月、６月あたりで学校生

活アンケートを実施し、その後、教育相談で児童・生徒たちと面談という体制の学校がほとんどである。

一応、新学年が始まり、何か嫌なことがあればそこで担任の先生と関係を作って相談できるとよいと考

えている。 

【委員長】 

本市は他市と比べてもいじめの認知率が高い。基本的に認知率が高いということは悪いことではない。

見逃そうと思えばいくらでも認知率は下がる。実際、この１０倍ぐらいはトラブルが起きていると思わ

れるので、些細なトラブルや深刻化しないものも含めるともっと頻繁に起きていると思った方がよい。

小学校では１日中担任が接しているので、よほどいい加減な担任でない限り認知できるはずであるが、

中学校だとどうしても距離が出てきてしまう。朝の会の後は、教科担任制なので担任はその場を離れて

しまう。機会を見つけて積極的にアンケートの結果を踏まえて面談するなど、意図的に「何かあったら

相談しろよ」とか「校長先生でもいいよ」と話した方がよい。お金はかかるが、磁石で冷蔵庫に貼れ、

それに電話番号が書いてあるようなものが各家庭にあると、児童・生徒が何かあった時に目にすること

ができるのではないか。多分、すぐに捨てられるということはない。本当にそれが必要になる件数は本

市で年に１～２件ぐらいの話だと思うが、その時に役に立つかもしれない。小学１年生でそれを配れば、

それから９年間使えるのでコストパフォーマンスは高いと思われる。 

【委員】 

２点質問がある。１点目は「認知後は解消に向けて丁寧な指導・支援が必要」と書かれており、「見守

りは３ヶ月が目安」とあるが、この３ヶ月というのは何か統計的なデータがあるのか。また、丁寧な指
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導とはどのようなことを言っているのか。 

２点目は、令和３・４年度のデータが示されているが、令和５年度はどういう方向性にあるのか。 

【委員長】 

以前は全く基準もなく「解消した」という話になっていた。そこで国は「少なくとも３ヶ月は様子を

見て確認」と決めた。ただし、１月に起きたものは３ヶ月が経過しないので年度内に解消したことにな

らない。むしろ心配するのは、そのことが次の学年に情報として引継がれているかである。新学年にな

るとどうしても４月に起きたことが中心になってしまい、学校によっては「もう終わった話」とか「報

告してしまったので終わり」としている可能性もあるのではないか。情報共有や引継ぎをどうやってい

るのか。 

【事務局】 

３月以降に起こったいじめの解消確認は、その次の学年にまたがっていく。神奈川県では独自の追跡

調査もあり、１月から３月に発生したものを７月にもう一度報告をすることになっている。卒業した児

童・生徒に関しては追跡が難しいが、在籍児童・生徒に関して次の学年での確認は、新たな担任もしく

は学年で行っている。 

【委員】 

丁寧な指導・対応として、事案が起こった時、必ず被害に遭った児童・生徒と加害と思われる児童・

生徒に状況の確認をする。本人に「どうしてこういった事案が起こったのか」と丁寧に聞き取る。あと

保護者は「どのような視点でその件を見ているか」を聞く。ひどくなると学校に来られなくなることも

あるので、安心できる環境ができるまで家庭訪問をして状況を確認する。当然、謝罪が必要な状況にな

れば、加害児童・生徒の保護者も交えて謝罪の場を設け、その事案に対してどうであったかを話しても

らう。また、学級作りの影響もあると思う。いじめが起きる環境になっているのであれば学級・学年で

指導をし、「学年の体質によりこんな状況が作られているのではないか」、「そんな学級集団でよいのか」

というようなことを投げかけたり、「そういう思いをしている子に対してどうやって皆でカバーできる

のか」と児童・生徒に投げかけたりしながら環境の整備を行っている。６月頃は新しい学級ができて新

しい関係が児童・生徒の中にできてくるので、その関係に対してどうしてもうまくいかないことが出て

くることがある。例えば「からかい」ということでは、つい児童・生徒の中では それも人間関係作りと

思ってしまうことがある。それがだんだんエスカレートして追い詰めていくようなこともあるので、悪

ふざけも度が過ぎていると全体に話をしていくなどの指導も行っている。 

【委員】 

付け加えると、丁寧な指導では、保護者や家族との連携をより積極的に行い、家庭での様子などの情

報収集を行うこともある。 

２点目の令和５年度の感触だが、むしろ令和４年度から５年度にかけての感触に手応えを感じてはい

けないと考えている。つまり、どの学校、どの児童・生徒にも起こりうるという考え方を踏まえれば、

経年変化で取組によって改善していくとは考えづらい。逆に、どの年度に、どういったことが起きるの
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かと常に私たちは危機感を持って児童・生徒の前に立つ必要がある。令和４年度に一生懸命取り組んで

も、令和５年度に数が減るとか、学校の中でそういうことが起きなくなるとかということではないと思

う。令和４年度も５年度も同じで、偶然そのいじめ対応回数が減ったり増えたりするのではないか。分

析はなかなか難しいと思う。 

【委員】 

今の指導の話で、私もいろいろな学校の先生から相談されるが、どう対応したらよいのかと迷うケー

スがある。ケースごとに多様であるが、対応に悩んだ場合はいじめ対策組織に共有していくだろう。対

策組織のメンバーでも難しい場合はどうするのか。私が聞いたケースでは「もう調べなくてよい」「私の

名前は絶対出さないで」「何もしないで。でも辛いんだ」と言われたらどうすればよいのか。そういう時

の対応や制度的なものがあったら教えてもらいたい。 

【事務局】 

制度として思い当たることはないが、いじめ事案が発生した時、本人が「解消に向けていろいろな人

が動くことは不安に思うからやめてほしい」ということがある。その場合、「先生たちが絶対守るよ」と

いう思いを伝えるが、そのためには信頼関係がないと成り立たないので、その信頼関係を日頃から作っ

ていくことが大前提である。根気強く一緒にやっていこうと保護者を巻き込み、先生たちで協力してい

くといった話は学校でもしていると思っている。本日欠席している法律専門職は法の観点から相談を受

ける立場なので、管理職が法律専門職に報告し、法律専門職や指導主事も交えてそのケースの整理と方

針を立て、本人と家庭に対応していくことが多い。 

【委員】 

コミュニケーションが組織全体として取られているか。 

【事務局】 

学校で対応が難しいと苦慮するところは、法律専門職に相談していただいている。 

【委員長】 

この中にいじめの重大事態の事案が入っていないのは、発生していないという理解でよいのか。 

【事務局】 

入れていないが、令和４年度に発生している。 

【委員長】 

いじめに関しては法律がきちっとしている。いじめ防止対策推進法はいじめの定義や事例、対応の仕

方が示されているもので、国の基本方針は運用の仕方を示している。例えば、子どもが長期欠席しそう

な事案とか、自殺や自殺未遂、金銭トラブルのようなものを重大事態として捉えるように決められてい

る。各学校の丁寧な指導はそれぞれが勝手に解釈しているものではなく、教員・学校が理解を深める研

修をしていれば、事案に応じた対応ができるのではないか。先生自身の目から見て大したことがないと

思えても報告する必要がある。ただ、その通りにしてる人ばかりだろうか。認知件数が高い学校でも先

生によってばらつきがある。そこそこバランスが取れた学級編成をしているはずなので、１組がとても
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多いのに２組が全然ゼロということはありえない。このケースでは多分、担任が報告しなくてよいと勝

手に考えてしまう場合や、前の学校でこういったことは問題にしなかったという感じを続けている可能

性があるので、学校や教育委員会が指導・研修をした方がよい。児童・生徒がいたらトラブルが起きな

いはずはないので、トラブルが起きた時に自分のしたことの意味が分かって「ごめん」と言えるとか、

そんなに悪気ではなく、たまたま当たってしまっただけの話だったので「もういいよ」みたいなことで、

お互いが気持ちを理解しつつ生活できる学級作りが理想である。深刻な形のいじめになっていかない、

重大事態化しないだけではなく、心に傷が残るような形にはならない、逆に、その時は「いいよ」と言

ったけど、実はすごく気にしていることが続くことはよくない。あるいは、悪気がない場合でも「あな

たはいじめの加害者」と言われ、なんとなく人と関わることが嫌と思うことが起きると不幸である。そ

うならないように丁寧にいろいろなものが準備されているので、比較的ばらつきはない段階には来てい

るはずである。どんどん認知していく、どんどん表に上げていくことで先生方が共有していけば、学級

担任だけでは到底持たない。課題のある先生が学級を持つことも含め、学校全体としてどうフォローす

るか。そういう意味でこれはいい加減な数字ではなく、結構きちっと対応され、見て見ぬふりとか見逃

しが沢山あるということではないと感じる。 

【委員】 

児童・生徒の加害者・被害者の心のケアという点で、この丁寧な指導の中に心のケアという部分が入

っているのか。医療との連携はあるのか。 

【事務局】 

 今の法律上のいじめでは、相手が嫌と思ったらいじめであり、今、認知しているものの中には意図せ

ずにそうなってしまったものもかなりある。また、「あなたはいじめの加害者です」とか「あなたのこと

で嫌な思いをした」と言われてそれに傷ついてしまう児童・生徒もいる。それを聞き取った教員が「あ

なたの気持ちはこうだったんだね」と理解する。その上で、相手の気持ちを思いやり、相手の受け取り

方を理解させる。今後に繋げるために「どういう原因があってそれが起こったのか」をきちんと整理を

し、被害を受けた子も加害をしてしまった子も、どうしたら同じクラス・同じ学校の中で生活できるか

を児童・生徒と話し、保護者にもその部分を伝えていくことが大事である。このように教員が取り組め

るよう教育委員会は発信している。いじめの認知をする時は先に繋がるような話ができるよう、寄り添

った対応をしようという話をしている。 

【委員】 

繋げることが難しい事案がある。それこそ実際に学校に来られなくなってしまった場合、次のステッ

プとして、来た時にどのように受け入れられる体制があるのか。いきなり教室に行けないという恐怖が

ある子どもの意識を緩和させる、そのような場所をなるべく作れるよう努力をしている。ケースバイケ

ースであるが、児童・生徒によってはそこを受け入れられないこともあるので、心理士やスクールカウ

ンセラーの紹介を保護者に話をする。スムーズに行くとも限らないので「まず学校に来よう」「別室に来

てみようよ」と繋げていく。もっと重い事案であれば、最初からカウンセラーを紹介するため、家庭訪
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問をしながら保護者に話をしていくことが多い。 

【委員】 

「誰にも言いたくない。でも、すごく大変」という児童・生徒の話も含め、多分、心の教育相談員や

スクールカウンセラーに限らず、児童・生徒が話せる人が１人でもいればよいので、そういう環境を作

ることは大切である。それが先生であっても全然構わない。特に小学生の場合は先生がずっと一緒にい

るのでそうなりやすいが、先生も対応に困る時があり、そういう時に相談している。子どもの年齢が高

くなると、いきなりスクールカウンセラーに繋ぐと「いや、そんなに病んでないから行きたくない」と

いう場合も多い。児童・生徒にとってなるべくその場にいる人が話せる方がよいと思うので、そういう

学校作りをしていただきたい。実際いろいろな先生がいて相性が合わない場合もあるだろうが、それは

仕方がないことなので、その時に考えていければよいと思う。 

別室対応も普通になってきたが、本市は別室対応のあり方はどうなっているのか。別室対応のための

補助員はいるのか。 

【事務局】 

補助員がいる学校もある。中学校の方が割と充実しているが、小学校はもう少し充実させていく必要

があると感じる。 

【委員】 

小学校は保健室対応が結構ある。保健室対応ができればその子にとってはよいのかもしれないが、保

健室の機能としては困ることもあるだろう。他県では「さわやか相談員さん」という別室登校のための

相談員がいる。別室登校者がいなくても一応配置があるようだ。２０年近く前のことだが、別室登校が

始まった頃、ある校長が「別室登校している子どもにも教育権があるので、ちゃんと勉強させる」と学

年の先生に話したらしい。学年の先生は交代しながらその児童・生徒の様子を見に行かなければならな

くなり、すごく大変そうだった。個別対応で誰かがしっかりと関わってあげられればよいと思うので、

丁寧というのはその都度の対応になると思う。なんとか皆でやっていく「チーム学校」ではないか。 

【委員】 

私が以前勤務していた中学校では、別室で学習をしている生徒が多く、すごく苦慮していた。見る人

を当てることが大変で、人数が多いので１つの大きな多目的室に集まって学習する。しかし、その中で

も人間関係ができ、個別の部屋に行きたいという状況になる。部屋の数だけ教職員の数が必要になり、

年度当初に先生が教科指導を行う以外の時間に別室の時間を割り振って入れるが、これが大きな問題に

なる。非常勤教員やふれあい補助員、県費非常勤教員は多くが会計年度任用職員で勤務時間帯が決めら

れている。その方々の勤務時間を超えても児童・生徒はいる。児童・生徒に「もう帰りなさい」とは言

えないけれど、そういう働きかけをするときもある。すると「なんで居てはいけないのか」と言われる。

保護者の要求もあり、非常に苦労する。「不登校よりも別室で登校している方がまだよい」ことはある

が、人的保障や支援は県や国でも一緒に考えてもらいたい。 
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【委員】 

本市は教育支援推進非常勤が週３日程度はつけられるが、全校配置はできていない。そこで、市費教

員を別室対応で活用している学校もある。継ぎはぎで補いながらという状況だが、県の校内教育支援セ

ンター支援員という制度ができた。これは教員免許を持たない方だが、心の相談や学習面の支援ができ

る。ただこれも中学校区の中で週１２時間程度しかないので全部を補うことができない。学校によって

別室を必要とする子どもの数も違ってくるので、各担任の先生に補ってもらい、各学校が工夫してやっ

てる。 

【委員】 

小児科では直接いじめられたという相談を受けることはほとんどない。不登校の子どもが相談に来る

中で、学校で何か嫌なことがあったとか友だちと嫌なことがあったという話は出る。どの程度のことな

のかは分からないが、「学校で心理士に相談したか」と聞くと「心理士さんはいらない」と答えるなど、

あまり積極的ではない。「母親だけは相談に行くけれど本人は行きたくない」「行ってもなんか・・・」

といった反応である。学校に相談できれば一番よいと思うが、相談はどこでもよいとは思う。親御さん

に相談できたら親御さんから学校につながることもある。もし、小児科で相談できる人がいるならそれ

でもよいが、あまり校医は関わっていない。体の異常や不登校の話を聞くことはあるが、いじめがどん

な感じかは特に聞くことはない。何か協力できる人材の一つとして校医も関わっていけたらよいのだろ

う。人が足りないので本当に心理士に言えるわけではないし、どこかで表出できるという意味では、や

はり学校に協力する必要があると話を聞いて思った。連携の一つとして、現状を知るといじめの件数や

学校に行けない児童・生徒の実態を把握できる。養護教諭から言ってもらってもよいと思う。 

【委員長】 

予想していたよりもずっとたくさん意見が出た。本当にこじれて重大事態になり、大変な思いをする

よりは、その前の段階で本当にできる人が少しずつでも関わっていき、早い段階で好転していけば、そ

れでよいような気がする。今日の話は市教委が各学校に助言・指導し、校長会でも改めて伝達してほし

い。  

 

（２）「子どもたちの心の健康を把握するための取組」に関する実態調査の結果について 

【事務局より説明】 

前回の本調査会の中で、「心のコップアンケートのような取組を今後も実施すべきかどうか」につ

いて議論する中で、その前提として、既に各学校で行っている心の健康を把握するための取組状況を

知る必要があるということで実施したのが今回の調査である。 

なお、調査事項について、当初の調査は「教職員による見取りの共有」「子どもたちからの発信の

共有」「保護者からの情報提供の共有」の３項目を想定したが、小学校長会代表の元委員から、おそ

らく全校的に「保護者からの情報提供の共有」について何か定型的・定期的なヒアリングはしていな

いだろうという意見をいただき、「教職員による見取りの共有」「子どもたちからの発信の共有」の
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２項目に絞った。調査結果としては出ていないが、児童の心の健康状態に関する保護者からの情報提

供を受ける定期的・定型的な取組は、現時点で本市は実施していないという前提で協議をしていただ

きたい。 

学校からのそれぞれの回答は、学校生活アンケートとそれ以外に大別した。学校生活アンケートは

学校によって教育相談アンケート、生活アンケートと名前は様々だが、全校で毎年度最低２回実施し

ている。学校生活一般について児童・生徒に振り返ってもらうもので、法律上のいじめ被害に係る質

問も盛り込まれている。こちらは、全校より回答・ひな形の提供があった。なお、具体的な調査の項

目や運用については、各学校で毎年度練られている。こちらは大部なのと趣旨は同一のものになるた

め、供覧としている。 

資料２は、学校から回答のあった書式の中で、生活アンケート以外のものをまとめた。今期の定義

に向けて、供覧資料と資料２のそれぞれの内容を検討していただきたい。なお、ひな形が特にない学

校も、様々な会議や情報共有の機会で各先生が自身のメモや独自の資料を持ち込んで情報交換をして

いるので、共通のひな形がない＝情報共有をしていないという意味ではない。 

また、今期調査会は次回が最終回となるので、今回の調査結果を踏まえ、答申となる調査会として

の意見を取りまとめていただく必要がある。今回の調査の結果を踏まえて、現状への評価、具体的に

は、調査会として現在の各学校の取組で十分と考えるのか、更なる取組を必要とするのか、あるいは

何かこういった定期的な取組について参考ひな形を提案するのかなどについて、議論をしていただき

たい。 

なお、今回の調査結果を踏まえた内容や、学校現場への提言のみならず、例えば現状を踏まえて、

子どもたちのＳＯＳを早期に発見するためのシステム構築のために、予算上の措置なども検討すべき

だと言う提言を出すことも可能である。このことについては、調査会の皆様から意見を出していただ

きたい。 

さらに、提言については委員のどなたかに叩き台を作成していただき、その内容を踏まえて事務局

が一旦体裁を整え、各委員に確認いただき、加除修正の意見をいただいた上で最終版を作成し、次回

の調査会に臨む流れで進めたい。 

質疑応答 

【委員長】 

 少ない学校では年に２回ぐらい、多い学校では月１回ぐらいのペースでアンケートが実施されている。

基本的には担任が気になる児童・生徒のことに関してその様子をシートに書き、大規模校では学年や対

策委員会で共有、小規模校では学校全体で共有しているようだ。１つ気になるのは、学級担任が気にな

らず、とても地味で大人しい児童・生徒に何かあってもあまり表出しない場合や、あまり手のかからな

い児童・生徒の場合はどうするのか。 

また、紙ベースの共有は回覧するには都合がよいが、エクセルに入力すれば誰でも見られる。数人の

教員が集まった時、「ちょっと気になったので見た」というように、共有が月１回ではなく随時閲覧でき
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るものがなくてよいか。「去年担任したので、今度ちょっと見かけた時に声をかけよう」と先生が思って

くれると、「声かけてもらって嬉しかった」「安心した」という声が出てくる可能性もある。また、「実は

ね」という話になるかもしれない。そういう意味ではできるだけ頻繁に共有ができる方がよい。中学校

は教科担任制なので、先生には多くの生徒のことが報告される。ただ、本当に先生に共有されたかが分

からない。担任が気になった事案を皆で共有する形はできるが、実際の広がりはどうなのか。逆に他の

先生が気になった児童・生徒について、リストアップされたり調べたりすることができるのか。もう少

し共有できるシステムが作られてもよい。おそらくそれに近いものが自治体によっては作られており、

エクセルシートでどんどん書き込み、共有できる形はどうか。もちろん個人情報保護については考えな

ければならないが、下手をすると学級担任が見ているかどうかをチェックするために作られているよう

なところがなくもない。むしろ学級担任に、「だったらしっかり見てあげて」とダメ押しをするために使

われている程度のものならば、共有にならない。 

【事務局】 

市としての統一はできていない現状ではあるが、中学校では、校長も出席する校内支援会議というい

じめや不登校などの支援を必要とする生徒のことについての会議がある。小学校でも設置しているとこ

ろがある。共有する際、電子上で共有シートにまとめてリスト化している学校は複数ある。毎月その一

覧を見ながらリストアップされた児童・生徒の現状を支援担当が話をする。また、そのシートは学校の

ファイルサーバー上にあるので、アクセスすれば見られる状況は作られている。ただ、そういう意識で

そのシートを見る感覚が全教職員にあるかという懸念はある。支援担当の先生は全学年を見る意識はも

ちろんあると思うが、全ての先生が学校・学年の児童・生徒を見て、皆で支援していこうという意識が

あるかは学校によって異なる。システムとしてはある状況だ。 

【委員長】 

それを全部の学校に求めると誰がそれをするという話が出てくる。 

【事務局】 

ただ、児童・生徒の支援が必要なので、各学校で工夫しながらやってきた現状がある。今の段階では

学校ごとにやり方を工夫し、それぞれの学校で行っていることもあるので、 やり方を統一することは

難しいが、必要なこととして、要因と手立て、いつそれが起きたのかがわかるようなフォーマットがあ

ればどの学校も同じような支援体制を作っていける。 

【委員】 

実質、支援シートを作ることや共有できるものに落とし込む作業は学校差が出る。例えば、私が勤務

している中学校は、学年に６～７クラスある。学年全員の生徒のシートをつくり、学年で支援会議を開

き、学年全員で生徒一人一人の現状を落とし込む作業は労力と時間がかかる。会議の回数を増やすこと

ができず、情報が多すぎると見る方が辛い。ある程度精査してやらざるを得ない。支援会議の中で作成

するシートを見て、支援会議に参加できない人も共有できるような形で、各学年報告という対応ではな

いか。規模が小さい３クラスぐらいの学校で学年１００人程度であればなんとかなるのかもしれないが、
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職員数も減るのでやはり難しさは出てくる。 

【委員】 

私が勤務している小学校は、低学年１～３年が５クラスで４～６年が４クラス、全部で８４７名の児

童がいる。日々、様々な問題が起きる中で、気になったことを全部落とし込み、それを共有する仕組は

本校にはない。今の意見の様になかなか共有化は難しい。机に向かう時間も少ない。そこで、木曜日の

３校時目に支援会議を組み込んでいるが有効である。低学年の教育相談コーディネーターと高学年の教

育相談コーディネーターが、それぞれの１～３学年、４～６学年の状況を把握している。先生方の風通

しやコミュニケーションが土台になっていると思うが、自分のクラスではなくてもその児童の状況を把

握できている。中学校は教員が学年持ち上がりになる組織になりがちだが、小学校では、去年は２年生

の担当だったが今年は高学年担当という人事配置もあるので、割と多岐にわたって児童の実態関係を把

握できている。守備範囲が広い教員が多いことは利点である。去年の担任と今年の担任が今年の児童の

様子を話している場面も見かける。 

【委員】 

支援会議は本当に有効だと思う。データを皆で見るより、支援会議で先生方が集まり、担当者の声を

伝え、検討する形は、新任の先生や今までいじめを扱わなかった先生が支援の方法を知る機会となるの

ではないか。私は相談員をやっているが、相談員５人がよく話をする。情報交換をしていくと、「今度こ

の方法を利用しよう」とか「こういう対応したらよいのか」と感じる。先生方の支援力向上に繋がるの

ではないか。データベースで時間をかけるより、生の声で多くの先生方の話や経験談で判断していただ

きたい。 

共有システムは少しリスクを感じる。人によって捉え方が違うので、文章から何を読み取るかがだい

ぶ違う。私が子育てをしていた時、中学校の先生に「うちの子はもう何があっても本当にお任せするの

で、うちの子を殴ってもいいぐらいです」と話したら、先生はそのまま間に受けて、その言葉を息子に

伝えたことがあった。言葉の裏側を分かってもらえず、私はその先生の信頼がガタガタになった。この

ように、支援のためのデータとして子どもの特徴を書いたとき、それを見た他の先生が「この子こんな

ことで悩んでるんだ」「ねえ〇〇くん。悩んでるんだって」と安易に本人に言いかねない。 

【委員長】 

そもそも共有する前の段階の問題がある。おそらく閲覧できる程度では多分足りない。特に経験の少

ない先生はいじめ対策委員会に入り、先生方の生の声を聞けるとよい。残念ながら時間を取ることが難

しいが、夏の研修会などでケースや対策委員会の話し合いを学ぶ機会を作るべきである。そうすると共

有することの意味が分かるのではないか。危険なのは、それを見た人がわけの分からない使い方をされ

ることである。ただし、先生方の中には「隣のクラスでなんとなく気になっている子どもがいるが、そ

れを言いづらい」ということが出る可能性もあるので、風通しをよくする必要がある。そのための研修

会もありうる。対策委員会が木曜日の３限目ということは、担任は参加できない時間帯になるが、どう

やって結果を共有していくか。「共有する」という言葉を簡単に使うが、中身が伴った共有にするために
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はいろいろな工夫が必要で、どれか一つやれば済むことではない。はっきりしているのは、今の学校で

やっている方法だけだと多分足りないことである。しかし、学校の人員の問題や忙しさの中で、研修の

機会をどのように確保していくか。いずれにしてもいじめ対策推進法の理解も含め、「読んでください」

と任せるだけでは全然伝わらないので、研修が重要である。クラスの子どもが穏やかで落ち着くための

指導方法などは生活の中で見てほしいといつも思うが、時間が取れないので限られた子どもの話を共有

するだけになるが、それすらも形式的にしか行われない場合がある。どうしていけばよいのかという答

えはなかなか出ないが、ある程度いくつかの学校でやっているよいところを真似して共通したフォーマ

ットを作ることや、時間の確保の仕方を校長会などで議論していただきたい。 

【委員】 

ある学校でいじめの再発防止として教員が情報共有のスプレッドシートをクラウド上にあげる取組

をした。確かに全部を共有することは不可能だが、そのスプレッドシートで「漏れをなくす」という使

い方をした。つまり、「直近の欠席理由」とか「生徒から相談があった」など、何かしらのトピックがあ

った時、本当に簡単な１行で書き込む。色々書きすぎると誤解が出ることもあるので、ちゃんと対応が

できているか確認していくという使われ方をしていた。これは非常にリーズナブルな使い方だと思う。 

【委員】 

多分、小学校でも中学校でも学年の会議が必ず持たれている。その中でいろいろなことを共有される

が、内容によっては支援会議に出して助言や検討してもらった方がよいことが必ず出てくる。支援会議

は教育相談コーディネーターを含めていろいろな立場の人が参加できる時間割で組まれているので、他

学年の先生、養護教諭やスクールカウンセラーが話をする。一応全校で共有ができ、いろいろな助言も

もらえる。違う学年でも「この間話題に出てた〇〇くんがうろうろ歩いていた」「歩いていたから声をか

けた」といった話も出るので、このような対面での開示も大事だと思う。 

スプレッドシートのよいところは、例えば音楽科の先生が全部の学年の音楽を担当しているが、学年

の会議には一つしか出れない。しかし、スプレッドシートに書き込めば所属学年以外にも伝わる。例え

ば事務員にとても気になる児童・生徒がいれば書き込めた方がよいのではないか。閲覧することも必要

だが、誰もが書き込めるという意味ではスプレッドシートは使いやすい。今回デジタル化の目的は、皆

が効率よく情報共有ができ活用できるということであったはずだ。会議もスプレッドシートも両方大事

だと思う。 

【委員長】 

若い人の中には、入力を簡単と感じる人もいるので、本当に気が付いたことは気楽に書き込むことは

よいことだと思う。今後に向けて改善できるところについての話にする。 

アンケートの話だが、事前に読んでいただいたようにアンケート調査の目的が分からなくなってきて

いるのではないか。このアンケートを行うことで「いじめを発見する」「いじめをしそうな子どもを見つ

けていじめ防止とする」と考えている人も世の中にはいて、実際にそういうことを銘打つ業者のツール

もある。ただ、結局早期発見は保障されていない。心の健康観察とは、それを行うことでいじめの早期
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発見ができると謳っているが、信頼できるものなのか。クラスで０人だから大丈夫と思ったらとんでも

ない話になる。私は早期発見ということはあり得ないと思っている。私はこれをきっかけにして子ども

に話しかけて、子どもから直接聞き取ることが大事であると考える。ただし、何にもない状態で４０人

の誰かと話をしようとしても偏りが出てしまう。相性もあるので、「ちょっと気になったから、ちょっと

聞いてみよう」ときっかけにしてもらえばいい。それに近いのが教育相談の事前アンケートで、それぞ

れの教育相談週間で使うのであれば、漠然と「なんか悩みはない」ではなく、「最近眠れない」とか書い

てくれたら話のきっかけを作りやすい。基本的に先生が直接子どもに働きかける作業がとても大事で、

「何か検査をしたら発見できる」という話はほとんどまがい物である。きっかけとして調査をすること

はあり得る。学校でよくやられているのは、アンケート結果を見て自分たちに見落としがなかったかと

反省していく使い方もある。年度末にアンケート調査し、その結果に基づいて改善した取組を考え、計

画を立て、一学期間行い、またアンケートをして事態が改善できたか評価する。特定の個人を発見する

というよりは、全体として好ましい方向に行ったかを見る。「いじめの未然防止」とは、児童・生徒のト

ラブルが変にこじれないような学級・学年になるかどうかということではないか。「よい学年、よい学

級、よい学校を作ろう」という話のためにやるのであれば、無記名で構わない。「学校が楽しい」という

ものが増えることは悪いことではないが、辛い思いをしてる児童・生徒はいないとは限らない。「何か嫌

な思いをしたことはありますか」とついでに聞いてもよいが、そういうところをチェックしながらやっ

ていく。先生の日頃の取組を定期的に点検するために、それこそ児童・生徒からの通知表みたいな使い

方をすることはあり得て、定期的にやる必要がある。それを基にして、次はどうやろうと考えるのであ

れば、長期休業前にアンケートをし、長期休業中にアンケートを見ながら先生たちが話し合う。支援シ

ートを参考にしながら夏休み明けの計画を立てる。学校が始まったら取組を実施し、その結果をまた冬

休みにチェックするというように、定期的に行うＰＤＣＡサイクル的なアンケートもある。この場合の

アンケートは、加害者と被害者を特定する必要はなく、無記名で構わない。アンケートをＧｏｏｇｌｅ

フォームで作り、１ヶ月後に集計されたものを研修に乗せればよいので、集計を学校もしくは市が行う

こともできる。以前ここで行っていた「心のコップアンケート」は、心のコップがいっぱいな児童・生

徒を探すためのアンケートになっているので、週に一回、その時に測るというのは無理である。むしろ、

悩みがあったら相談してもらえるような体制を作るか、「○○連絡」みたいなものを繰り返し言い続け

ることの方が有効ではないか。大変なことを抱えている児童・生徒が、アンケートの時まで待って相談

を訴えるのか。業者には相談したい人を選べて申請できるツールがあるが、小学校ではタブレットを一

日中開けっぱなしではないだろうから、人の目を気にしながら相談を申請すると思う。授業でタブレッ

トを使ったとしても相談アンケートを開ける児童・生徒はいないだろう。そう言ったことを業者は何も

分かっていないとしか思えない。また、相談の受付をしたら、それに本当に答えられる体制を作ってお

く必要があり、セットにして考えなければならない。さて、本市ではどういうものを考えていくのか。 

一つは、１人１台の端末があるのでそれを活用できればいいと思う。中学生は一日ほぼ持っているの

か。 



16 

 

【委員】 

タブレットは持っている。 

【委員長】 

そうすると学校に行ったら自分で勝手に相談ができる。相談を受けたら、「いつ、どこに来て」という

返答がタブレット上でできるか。 

【委員】 

おそらくできない。 

【事務局】 

やり方を考えればできる。 

【委員長】 

厄介なのは友だちと遊んでいて、返信の音が出たために相談が周りに知られてしまうこともあるが、

工夫の次第である。中学生あたりの年齢だといろいろ多感になるので、いろいろな手立てが必要になる

かもしれないが、皆さんはどう感じるか。 

【委員】 

子どもからの発信を学校が受け取った後、個別に「ちょっと職員室来てくれる」とか「保健室に○○

を取り行ってくれる」みたいに、タブレットに返信するのではなく、直接本人に話しかけてカモフラー

ジュして誘導できないか。 

【事務局】 

できる。 

【委員】 

そのタブレットに返信が返ってくるのが心配であれば、そういうシステムを作ればいい。ただボタン

を押すだけなら、授業の始まりやＰＣを立ち上げたタイミングで押せる。「助けてボタン」のようなもの

を１個作り、タブレット上にあげておくことは誰もが押しやすい方法ではないか。 

【委員長】 

その時、送信先を学校にするか教育委員会にするかにもよるが、担任はそれを見ることはできない。

押した瞬間に他人が見ていることはほとんどあり得なく、のんびりしている校長だったら見られるかも

しれないが、多分校長はそればかり見ているわけにいかないだろう。養護教諭だったら可能か。養護教

諭だから暇というわけでもないので、教育委員会がすぐに反応し、その後、学校に連絡する。こういっ

た手間はかかるが、やるならばこっちの方がよいのではないか。一番困るのは従来のシステムの様に「助

けてボタン」を押してもその返事が３日もかかり、例えば、金曜日の放課後に相談したのに月曜日に返

事が来るのでは遅すぎる。少なくとも１時間以内に何らかしらの対応が出てくるようなものでないとい

けないのではないか。その日に押したらその日の学校から帰る時間くらいまでに「○○さん、お母さん

に渡してほしいものがある」などと話しかけて担任が子どもを呼んで話をするといった程度の体制を取

れるかどうか。これとセットにしないと、「本当に助けてほしい」と押したものが放置されたままになっ
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てしまうと最悪である。 

もう一つ、この間出ていたことは、あまり関係のない相談ばかりが出てしまい困らないかと嘆いてい

る方もいたが、それは事前に使い方の説明をしておけばよい。デスクトップ上にボタンを押せばよい状

態にするとともに、使い方を児童・生徒に周知しておかなければならない。 

【委員】 

それはタブレットのトップ画面にあるようなものか。 

【委員長】 

画面の右上に、例えば指先とＳＯＳと書いてあるアイコンをポンと押すと広がり、そこで悩みを書い

たら、瞬時にタブレット端末から情報が収集され、誰かが分かるようにできるか。 

【事務局】 

ある程度構築しなければいけない。今、学校とか教育委員会でそのようなシステムを作ろうと思い、 

発信することになると、「ロイロノート」という授業支援ツールを活用して発信をするか、Ｇｏｏｇｌｅ

フォームを使って発信すればよい。ｉＰａｄのホーム画面上にアプリを構築するとなると、業者を選定

してシステム構築をしないと難しい。 

【委員】 

ボタンを押した先に誰がいるか分からないのに押せるのか。 

【委員長】 

年度初めに「このボタンを押すと悩みを聞いて、とりあえずなんとかしてくれる」という風にするか。

もちろんその中で「どんな悩みか」「誰に相談したいか」と聞くやり方もあるが、そうすればするほど使

いにくくなるのではないか。 

【委員】 

例えば外部から学校に行った時、まず対応するのは担任だ。 

【委員長】 

だから困る場合もある。 

【委員】 

担任に話したくない人もいる。 

【委員長】 

だから相談が来た時の受け皿をどうするかが難しい。 

【委員】 

目に見えない誰かに助けを求めるボタンがあってもよいと思うが、それを押すことはとてもハードル

が高い気がする。大人が何か悩みがあった時、相談員が相談にのりますと言ってもすぐには話してはく

れない。「天気がよいのでちょっと歩きませんか」と話した時に「実は」と言われることもある。児童・

生徒目線で、まずどんな人に相談に行くというのが分からない。 
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【委員長】 

現実にあるのは、「誰に相談したいですか」を選び、「どんな内容ですか」と聞き、それを受けて対応

していくやり方がある。ただそれだと、人の目を盗んでやるってわけにはいかない。中学校だったら可

能だけど、小学校では無理という話になる。 

我々はこのいじめ調査をどのようにしていくかを考え、その提言をしていくのか。一つ考えられるの

は、いくつかのバリエーションを作ること。例えば、もしタブレットを使って小学生の悩みや相談を聞

くためのツールを作る場合、いくつかの配慮を出すのか。もしアンケートをするのであれば、例えば、

頻度や、聞く内容、学校の負担にならないやり方、集計方法、忙しくて時間が取れない状況における学

校での対応方法など、意外と児童のためによいこと、学校のためによいことを提案できるとよい。スプ

レッドシートの話と同じで、スプレッドシートを作って皆で共有できればよいというだけの話ではなく、

注意点を含めて考えないといけない。おそらく児童・生徒からの声を聞くための方法として、何のため

に、どのようなものを、どのように行えば成果が得られるか、気を付けないと起こる危険性は何か、ま

た、それを軽減する方法を示すことが精一杯ではないか。 

【委員】 

それはいじめに限る調査か。 

【委員長】 

メインはいじめである。ただ、概ね子どものトラブルは最終的にいじめに変わるので、いろいろなト

ラブル、学校における人間関係、対先生関係などのトラブルに関して、「早い段階で介入し、何かを使い、

早い段階で相談にのり、早い段階で発見できる」ものになるだろう。 

【委員】 

子どもの困りごとを拾うためのツールということか。 

【委員長】 

そうである。 

【委員】 

それが学校・先生方に大きく負担をかけず、子どもの困りごとを拾うための手段として有効であると

いうことだ。その後どうするかは、学校に関係している人たちの力量に任せられるので、こちらからは

言いづらい。うまく拾ったらちゃんと学校で対応できる前提になる。 

【委員長】 

相談したことに対しては速やかに返答がないといけないが、今、年に１回しかやっていない学校の改

善を考えるのであれば、２ヶ月に１回ペースぐらいだったら学校でもできるとか、集計を教育委員会が

行えば、学校が受け止められるかとかいうことではないか。現実に、ある市では、毎日の朝と帰りに入

力させる学校もあれば、帰りにしか入力しない学校もあり、さらに何にもやってもいない学校もあるこ

とを聞いた。そうであってはいけないと私は思う。やるのであれば市内全校でできる体制・中身でなけ

ればならない。 



19 

 

【委員】 

体温測定のように毎日やる必要はないと思う。少し間を空けてやればその変化を見た方がよく、絶対

値ではなく、その子どもがどう変えたのかが大事だ。それを拾うにはどのくらいの頻度でやるか。 

【委員長】 

週１、隔週でやるとなるとその間隔で先生たちはそれを見なければならない。せっかく資料が集まっ

てもそれを見てる時間がないと言われてしまうともったいない。 

【委員】 

集計してグラフになっているものをもらえればよいが、それは大変か。 

【委員長】 

私が作ったたたき台には、ねらいややり方、活用についての助言もある。公表されるのは７月なので、

学校で許容できる範囲として私が提案させていただく。それについて学校や医師、保護者の立場で意見

をいただき、修正をする。できたものを次回の会議で提案し、どの程度実現する可能性があるかを教育

委員会に考えていただき、予算を組めるか検討するといった流れでどうか。 

【委員】 

承知した。 
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